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行政説明①

「保健管理」

熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課
指導主事 小島慶子

01 感染症に関すること
02 健康診断に関すること
03 健康観察について
04 アレルギー疾患への対応について
05 歯科保健について
06 健康相談について

色覚について
脳脊髄液減少症
起立性調節障害
視力について
てんかん発作時の対応
重症の低血糖発作時の対応
子宮頸がんワクチン
生理用品の配備について

07 連携と組織活動について
保健主事の役割
学校保健委員会の活性化

08 その他
児童生徒の心と体の健康づくり推進事業報告書
献血

感染症に関すること01

平時における学校においては、健康観察や換気の確保、手指衛生といった感染
症対策を講じつつ、感染流行時等には、一時的に活動場面に応じた感染対策を
検討

健康観察
発熱や咽頭痛、咳等の普段と異なる症状がある場合には、無理をせず、自宅
で休養するよう周知・呼び掛け
児童生徒の健康状態を継続的に把握（毎日の体温チェック・提出等は不要）

換気の確保

気候上可能な限り常時、困難な場合はこまめに、２方向の窓を同時に開けて
換気
十分な換気が確保できない場合には、サーキュレーターや空気清浄機の導入
など、換気のための補完的な措置を検討

手洗い等の手指衛生 外から教室に入る時やトイレの後、給食の前後など、流水と石けんでのこま
めな手洗いを指導

清掃・消毒 一時的な消毒の効果を期待するよりも、清掃により、清潔な空間を保つこと
が重要（清掃活動とは別に日常的な消毒作業を行うことは不要）

平時から求められる感染症対策（マスクについては着用を求めないことが基本）

新型コロナウイルス感染症の対応について
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感染症に関すること01

出席停止

感染が判明した児童生徒に対しては、出席停止の措置を講じつつ、ＩＣＴの活用
等により、学習の機会を確保するなど、学びの保障の観点に留意
合理的な理由で、感染不安で休ませたいと相談のあった者等については、引き続
き「校⾧が出席しなくてもよいと認めた日」として扱うことを許容

感染状況に応じて、機動的に講ずべき措置

基 準 期 間

① 児童生徒の感染が判明した場合 発症した後５日を経緯し、かつ、症状が軽快
した後１日を経過するまで

② その他、校⾧が出席停止を必要と
認める期間 校⾧が必要と認める期間

令和5年4月28日付け 教体第141号

新型コロナウイルス感染症の対応について

感染症に関すること01

臨時休業 臨時休業の意義や条件・範囲を事前に明確にし、学びの保障の観点に留意し
つつ、必要な範囲・期間で機動的に対応

感染状況に応じて、機動的に講ずべき措置

【県立学校】
電話連絡後、学校等欠席者・感染
症情報システムに入力する

【市町村立学校】
市町村教育委員会を通じて報告
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感染症に関すること01
新型コロナウイルス感染症の罹患後症状（いわゆる後遺症）について

症状が⾧引くことがあること
を知っていますか？

新型コロナウイルス感染症（COVID-
19）にかかった後、ほとんどの人は
時間経過とともに症状が改善します

いまだ不明な点がありますが、一部
の方で⾧引く症状（罹患後症状、い
わゆる後遺症）があることがわかっ
てきました。症状が改善せず⾧引く
場合には、かかりつけ医や地域の医
療機関に相談しましょう

厚生労働省HPから抜粋

感染症に関すること01
学校において予防すべき感染症の解説（令和５年度改訂）について

【新規収載した点】
Ⅱ「学校における感染症への対応」（１）換気
Ⅲ「感染症各論」（２）ポリオ
Ⅲ「感染症各論」（３）新型コロナウイルス感染症
【更新した点】
Ⅲ「感染症各論」（１）結核
Ⅲ「感染症各論」（２）インフルエンザ

出典：「学校において予防すべき感染症の解説<令和５年度改訂>」（令和６年３月日本学校保健会）

例えば…インフルエンザ
「発症した後５日を経過」及び
「解熱した後２日」の図の更新
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児童生徒の健康診断における結核にかかる事項について
（入学・転入時の対応などの際に参考に）

出典：「学校において予防すべき感染症の解説<令和５年度改訂>」（令和６年３月日本学校保健会）

感染症に関すること01

健康診断に関すること02
個

集団

学校生活管理指導表
保健調査票

健康課題の見極め
保健教育

児童生徒の
自己管理能力の育成

学校医
との連携

保護者
への

働きかけ

６月30日までに実施
実施後21日以内に結果の通知
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健康診断に関すること02
月経随伴症状等への対応

月経随伴症状とその対応について

思春期女子の約80%は月経痛、月経前
症候群、月経過多などで日常生活・勉
強・スポーツが妨げられている

早期の適切な治療で改善する

生徒、教員同士が相談できる環境づくり
が重要

▶ 健康調査票の活用

参照：平成28年度スポーツ庁委託事業「学校における子どもの体力向上課題対策プロジェクト」

健康診断に関すること02
月経随伴症状等への対応

令和3年12月13日付け 文科省事務連絡

健康課題の
把握

保健調査票の記入を踏まえ、腹痛で来室した児童生徒に声をかけ、症状の詳細を聞く
話の中で、腹痛のほか、過呼吸や落ち込み等の症状があることを把握

養護教諭
による
保健指導

保健体育の教科書を使用して、月経の仕組み等を説明
月経前1週間から月経時の症状の記録をつけるようすすめる
症状の記録を見ながら、月経前に様々な心身の症状があることを理解させ、規則正し
い生活、症状がある時の保健室利用や市販薬を使った対処法などについて指導
念のため、体の病気はないか、婦人科への受診をすすめる

養護教諭による保健指導の例

婦人科的診療は健康診断の必須項目ではないが、・・・（略）・・・
毎年度定期の健康診断を実施する際の保健調査票等に月経随伴症状を含む月経
に伴う諸症状について記入する欄を設け、所見を有する児童生徒等を的確に
把握し、健康相談・保健指導を実施したり、必要時には産婦人科医への相談
や治療につなげる
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健康診断に関すること02
児童生徒等のプライバシーや心情に配慮した健康診断実施のための環境整備について

＊正確な検査・診察を実施するとともに、児童生徒等のプライバシーや心情に配
慮することが重要

＊検査・診察時の服装については、正確な検査・診察に支障のない範囲で、
原則、体操服や下着等の着衣、又はタオル等により身体を覆い、配慮する
とともに、正確な検査・診察のため、体操服や下着やタオルをめくるなどし
て視触診等を行う場合があることを、児童生徒等・保護者に事前に説明

＊特に配慮が必要な児童生徒等については時間や場所を工夫するなど個別の対応
を行うとともに、個別の事情（欠席等）により健康診断を受けられな
かった場合の対応については、保護者に事前に通知する

令和６年１月22日付け 文科省通知

健康診断に関すること02
特に留意が必要な検査項目と検査方法

以下の検査においては、正確な検査・診
察のため、必要に応じて下着やタオル等
をめくったり、下着やタオル等の下から
聴診器を入れたりする場合がある

①脊柱の疾病及び異常の有無

②胸郭の疾病及び異常の有無

③心臓の疾病及び異常の有無

④皮膚疾患の有無

事前に情報共有・共通理解
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健康診断に関すること02
児童生徒等のプライバシーや心情に配慮した対応について

児童生徒等のプライバシーの保護や心情への配慮の工夫例

男女別

全ての校種
学年で

役割分担

同性の職員
スタッフ

待機
スペース

脱衣・更衣
の場所確保

服装

体を隠せる服
装・タオル等
の準備

待機

待機人数は
最小限に

診察
スペース

ついたて等で
の仕切り

健康観察について03
健康観察の目的 「学校保健の課題とその対応～令和2年度改定～」

＊心身の健康問題の早期発見・早期対応を図る
＊感染症や食中毒などの集団発生状況を把握し、感染拡

大防止や予防を図る
＊子供に自他の健康に興味・関心を持たせ、自己管理能

力の育成を図る

健康観察の留意点

＊複数の観察者による観察を行う
＊観察したことを記録・整理し、教員同士、必要に応じ

て保護者、関係機関等と情報を共有すること
＊身体的健康だけでなく、メンタルヘルスの視点も含め

ることが大切
令和２年度 日本学校保健会
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健康観察について03
令和５年度の健康観察実施率

学級担任等教職員が関わって実施し、結果を関係者で共有した割合

高等
学校

中学校小学校

100% 100%

特別支
援学校
100%83.3%

令和５年度（２０２３年度） 健康教育実態調査

アレルギー疾患への対応について04
学校におけるアレルギー疾患対応の三つの柱

アレルギー疾患の理解と正確な情報の把握・共有
年度当初の児童生徒理解職員会議
共有フォルダ等で情報共有

日常の取組と事故防止

学校生活管理指導表の「学校生活上の留意点」
を踏まえた日常の取組

緊急時の対応

研修会・訓練等の実施
体制の整備

令和元年度 日本学校保健会
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アレルギー疾患への対応について04
児童生徒等のプライバシーや心情に配慮した健康診断実施のための環境整備について

アレルギー疾患のうち、アナフィラキシー及び食物アレルギーに該当するものに
ついての保健医療機関の生活管理指導表の交付が、保険適用の対象になった

本人・保護者が医療機関から管理指導表の発行を受け、学校等に提出する従来の
方法で差し支えないこと

診療を行う医療機関の主治医から保護者等を介して学校等に交付される管理指導
表は、当該学校の学校医に対する診療状況の提供である趣旨に鑑み、学校医へ適
切に情報提供する必要があること

令和４年４月１１日付け教体第４８号

所管する自治体の対応を参照

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援
学校

食物アレルギー
のある児童生徒数

2042
（2039）

1016
（1089）

476
（535）

67
（66）

学校生活管理
指導表提出者数

1786
（1803）

801
（841）

106
（135）

60
（60）

エピペンを処方 305
（297）

106
（138）

77
（68）

6
（7）

アレルギー疾患への対応について04

令和５年度（２０２３年度） 健康教育実態調査
（人） （ ）内は令和４年度人数
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令和５年度の内訳
既往歴なし、初発・・・・・・１件
既往歴あり、エピペン所持・・１件
発生状況・・・・・・・・・・２件とも給食後の昼休み明け

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

小学校 ２ ４ ２

中学校 １ ０ ０

高等学校 １ １ ０

特別支援学校 ０ ０ ０

アレルギー疾患への対応について04
アナフィラキシーショックの発生報告数

アレルギー疾患への対応について04
校内研修の実施状況

小学校 中学校 高等学校 特別支援
学校

ガイドラインの内容 73.6％ 71.9％ 51.7％ 63.6％

関係機関の連絡等の訓練 39.5％ 35.0％ 8.3％ 31.8％

エピペンの取り扱い
（エピペン所持者あり） 47.4％ 36.3％ 41.7％ 27.3％

エピペンの取り扱い
（エピペン所持者なし） 19.1％ 25.0％ 15.0％ 18.2％

行う予定はない 3.0％ 1.9％ 8.3％ 9.1％

令和５年度（２０２３年度） 健康教育実態調査

在籍する児童生徒の実態に応じた研修を
緊急時を想定したシミュレーション研修でより具体的に
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歯科保健について05
むし歯の予防

むし歯の要因は、むし歯菌、食物、歯の質の３つ。
だから予防法も３つ。

は み がきで
た べ かすなどを
除 去 する

糖 な どを

と り すぎない

フ ッ 化物洗口で
歯 質 を
強 化 する

歯科保健について05
１２歳児一人平均むし歯数 （本）

2.14
1.79 1.65 1.57 1.44

1.33 1.21 1.13 1.10 1.02 0.960.910.85

0.771.40 1.29 1.20 1.10 1.05 1.00 0.900.840.820.740.700.680.62

0.560.00

1.00

2.00

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

熊本県 全国

県：健康づくり推進課 全国：文部科学省学校保健統計調査
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歯科保健について05
関係機関と連携したフッ化物洗口の実施について

市町村
保健部局

市町村
教育

委員会

学校

一つの機関又は特定の人に役割や負担が集中しないことが重要

関 係 者：市町村保健部局、市町村教育委員会、各学校

協議内容：実施方法や薬剤等の管理について
役割分担の確認について
安全で円滑なフッ化物洗口に向けた共通理解

令和5年11月14日付け 教体第800号

歯科保健について05
関係機関と連携したフッ化物洗口の実施について

100 100 

69.7 

84.7 

90

98.3

50

60

70

80

90

100

H30 R1 R2 R3 R4 R5

実施率の推移 (%)

県健康づくり推進課
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健康相談について06

学校生活によりよく
適応していけるよう
に支援していく

健康相談の目的

児童生徒の心身の健康に関する問題について、
児童生徒や保護者等に対して、関係者が連携し
相談等を通して問題の解決を図り・・・

令和３年度 日本学校保健会

健康相談について06

・学校保健計画に健康相談を位置付け、計画的に実施する
・状況に応じて計画的に行われるものと随時に行われるものとがある
・学校医・学校歯科医・学校薬剤師等の医療的見地から行う健康相談・保健

指導の場合は、事前の打合せを十分に行う
・相談の結果について養護教諭、学級担任等と共通理解を図り、連携して支

援を進める
・健康相談の実施について周知を図るとともに、児童生徒、

保護者等が相談しやすい環境を整える
・継続支援が必要な者については、校内組織及び必要に

応じて関係機関と連携して実施する。

実施上の留意点
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▶ 児童生徒が心の状態を診断するものではなく、児童
生徒が自分の心の状態を見つめるために活用する

▶ 児童生徒が回答した心の状態の記録については、
必ずしも教員に提出する必要はない

▶ 体育科、保健体育科における心の健康に関する指導
において活用するほか、特別活動や朝の会・帰りの
会をはじめ、健康観察、健康相談、保健指導など、
学校の教育活動の多様な場面で活用することが可能

▶ 心の健康ハンドブック掲載の「心の状態チェック
シート」等はダウンロードが可能

健康相談について06
心の健康相談ハンドブック

令和６年３月 日本学校保健会

令和６年３月28日 文部科学省通知

健康相談について06
色覚について

学校保健法施行規則改正（平成15年４月１日施行）
健康診断の必須項目から「色覚の検査」削除

①学校医による健康相談において、色覚に不安を覚える児童生徒及び保護
者に対し、事前の同意を得て個別に検査、指導を行うなど、
必要に応じ適切な対応ができる体制を整えること

②教職員は、色覚異常について正確な知識を持ち、
色覚の特性について配慮を行うとともに適切な指導を行うこと
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健康相談について06
脳脊髄液減少症について

平成28年4月1日から、
硬膜外自家血注入療法(ブラッド
パッチ療法)が保険適用

学校の管理下における負傷による
当該症状の治療で、保険診療の対象
となるものについては、独立行政
法人スポーツ振興センターが実施
する災害給付の対象になる

▶ 症状が見られる場合には、安静を保ちつつ
医療機関で受診をさせたり保護者に連絡して
医療機関の受診を促すなどの適切な対応が行
われるようにする

▶ 事故後の後遺症として、通常の学校生活を
送ることに支障が生じているにもかかわらず
単に怠慢である等の批判を受け、十分な理解
を得られなかったことなどの事例がある

▶ 教職員等の脳脊髄液減少症に関する理解を
深める。必要に応じ、個々の児童生徒等の
心身の状態に応じ、学習面を含め学校生活
の様々な面で適切に配慮する



16

健康相談について06
起立性調節障害 立ちくらみ失神、朝起き不良、倦怠感、動悸、頭

痛などの症状を伴い、思春期に好発する自律神経
機能不全の一つである

発症の早期から重症度に応じた適切な治療と家庭
生活や学校生活における環境調整を行い、適切な
対応を行うことが不可欠である

令和３年度 日本学校保健会

健康相談について06
視力について

H30 R1 R2 R3 R4

小学校 29.2 31.1 35.9 34.2 35.6

中学校 53.8 53.1 53.7 53.2 59.7

0

20

40

60

80

熊本県 裸眼視力1.0未満の者の割合 （％）
文部科学省学校保健統計調査から
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健康相談について06
視力について

デジタル画面を
使うときは目を離す

30cm以上
30分に１回

https://www.mext.go.jp/content/20230901-mxt_kenshoku-000013234_1.pdf
児童生徒の近視実態調査事業 啓発資料 (mext.go.jp)

健康相談について06
てんかん発作時の対応について（座薬挿入）

学校現場で児童生徒がてんかんによるひきつけを起こし、生命が危険な状態等である場
合に、現場に居合わせた教職員が、坐薬を自ら挿入できない本人に代わって挿入する場
合が想定されるが、緊急やむを得ない措置として行われるものであり、次の4つの条件＊
を満たす場合には医師法違反とはならない（＊４つの条件は資料参照）

てんかん発作時の対応について（口腔溶液（ブコラムⓇ）の投与について）

学校、保健所、幼保連携認定こども園、放課後児童健全育成事業、放課後子供教
室、認可外保育施設等で在籍する幼児、児童、生徒又は利用する児童がてんかん
によるひきつけを起こし、生命が危険な状態等である場合に、現場に居合わせた
教職員を含む職員又はスタッフが、口腔溶液（「ブコラムⓇ」）
を自ら投与できない本人に代わって投与する場合が想定されるが
緊急やむ得ない措置として行われるものであり、次の４つの条件
を満たす場合には医師法違反とはならない
（＊４つの条件は資料参照） 武田薬品工業株式会社HPより抜粋
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健康相談について06
重症の低血糖発作時のグルカゴン点鼻粉末剤（バクスミー®）投与について

学校、保育所、幼保連携型認定こども園、放課後児童
健全育成事業、放課後子供教室、認 可外保育施設、
児童発達支援、放課後等デイサービス等に在籍する幼
児、児童、生徒、学生又は学校等を利用する児童が重
症 の低血糖発作を起こし、生命が危険な状態等であ
る場合に、現場に居合わせた教職員を含む職員又はス
タッフが、グルカゴン点鼻粉末剤 （「バクスミー
Ⓡ」） を自ら投与できない本人に代わって投与する
場合が想定されるが、当該行為は緊急やむを得ない措
置として行われるものであり、次の４つの条件を満た
す場合には、医師法 （昭和 23 年法律第 201 号）違
反とはならない（＊４つの条件は資料参照）

出展：日本イーライリリー株式会社HP https://www.diabetes.co.jp/consumer/usage-baqsimi/teacher

健康相談について06
子宮頸がんワクチン

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou28/index.html

「ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期
接種の今後の対応について」

HPVワクチンは、平成25年（2013年）６月か
ら積極的な勧奨を一時的に差し控えていた
が、令和３年（2021年）11月に、専門家
の評価により「積極的勧奨を差し控えている
状態を終了させることが妥当」とされ、
令和４年４月から、個別の勧奨を行うことに
なっ た

省令和3年11月26日 厚生労働省通知

厚生労働省HPから抜粋
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健康相談について06
生理用品の配備について

令和３年４月14日付け
「内閣府が実施する女性の相談支援及び子供の居場所づくりに係る

交付金の促進活用について」

コロナ禍における児童生徒の心身の影響を考慮した日常的な相談体制の構築や、
生理用品等を用意できない児童生徒の背景にある要因にも着目し、保健室等に備
えている生理用品を渡した場合に返却を求めないなどの対応とあわせて適切に支援
する

▶ 安心して学習できる環境づくりを
＊衛生面への配慮
＊一部の教職員の負担とならない組織的な対応を

県立学校では令和４年１０月から全校非対面での配布箇所設置

連携と組織活動について07
保健主事の役割について

【法的根拠】

学校教育法施行規則第４５条
小学校においては、保健主事を置くものとする。
※中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校

にもそれぞれ準用する

【役割】

〇学校保健と学校全体の活動に関する調整
〇学校保健計画の作成
〇学校保健に関する組織活動の推進
〇学校保健に関する評価の実施
〇学校保健活動のマネジメント

学校保健推進のキーパーソン

令和２年度 日本学校保健会
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連携と組織活動について07
学校保健委員会の開催について

小学校 中学校 高等学校 特別支援
学校

１回開催した 43.8％ 50.6％ 94.1％ 86.4％

２回以上開催した 52.9％ 46.3％ 3.9％ 13.6％

開催していない 3.3％ 3.1％ 2.0％ ０％

令和５年度（２０２３年度） 健康教育実態調査

学校関係者が一堂に会して
学校の健康課題について検討する機会

家庭や地域と連携して健康課題の解決を目指す

家庭 地域

学校

その他08
「児童生徒の心と体の健康づくり推進事業」報告書の活用

【調査項目】
（１）健康（ライフスタイル）に関する項目

基本的生活習慣・食習慣及び生活行動に関する項目
（２）喫煙・飲酒・薬物に関する項目
（３）心の健康に関する項目
（４）メディアに関する項目

14.7%
17.2%

21.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

目が疲れやすくなった

1年生 2年生 3年生

令和５年度 熊本県学校保健会
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その他08
献血について

児童生徒の発達段階や各学校の実態に
応じた取組を

熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課
指導主事 山科 貴裕

01 保健教育の進め方について
（カリキュラムマネジメント）

02 学校環境衛生管理について
03 がん教育について
04 性に関する指導について
05 心の健康・精神疾患について
06 薬物乱用防止教育について

行政説明②

「保健教育」

熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課
指導主事 山科 貴裕
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保健教育 学校保健計画 学校保健安全法

安全教育 学校安全計画 学校保健安全法

学校給食（食育） 食に関する指導の
全体計画 学校給食法

柱 法令計画
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熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課
指導主事 川口 志穂

01 体育保健課の取組の方向
02 学校給食の目標
03 基準に基づく適正な給食の提供
04 県産食材の活用
05 衛生管理
06 事後防止及び非常時の対応

食中毒
異物混入
食物アレルギー
窒息事故

07 食生活の現状と課題
朝食摂取率の推移
肥満傾向児

08 学習指導要領における食育の位置づけ
09 健康教育実態調査から

行政説明③

「給食・食育」

熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課
指導主事 川口 志穂
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学校給食法 第２条
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学校給食実施基準

◇児童又は生徒の健康の増進及び食育の推進を図る
ために望ましい栄養量を算出

◇児童生徒の一人１回あたりの全国的な平均値
◇児童生徒の個々の健康及び生活活動等の実態並びに
に地域の実情等に十分配慮し弾力的に運用

HP：くまもとのアグリ＆フード
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（１）施設設備の衛生管理

（２）検食

（３）給食当番活動

（４）学級担任等の役割

（５）給食時に発生した嘔吐物の処理

食に関する指導の手引き ～第二次改訂版～ より

給食当番チェックリスト
□ 下痢をしているものはいない。
□ 発熱、腹痛、嘔吐をしていない。
□ 衛生的な服装をしている。
□ 手指は確実に洗浄した。

学校給食に関わる事故防止及び非常時の対応【食中毒】

出典:学校給食の手引き~運営・管理編～熊本県教育委員会平成30年3月
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学校給食に関わる事故防止及び非常時の対応【異物混入】

学校給食に関わる事故防止及び非常時の対応【食物アレルギー】

平成２７年３月
文部科学省発行

文部科学省監修
日本学校保健会発行

≪令和元年度改訂≫

校長・教頭
学級担任
保健主事
給食主任
養護教諭

栄養教諭・学校栄養職員

学校医
校内食物アレルギー対応委員会

保護者

児童生徒

主治医

消防署

市町村教育委員会
「食物アレルギー対応委員会」

職
員
会
議
・
校
内
研
修

給食センター
(調理場)

※必要に応じて、校内委員会に、共同調理場長、教育委員会の担当者、学校医、調理員の
代表、関係保護者、主治医等を加えます。
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食に関する指導の手引 ～第二次改訂版～ より

食に関する指導の手引 ～第二次改訂版～ より

学校給食に関わる事故防止及び非常時の対応【窒息事故防止】
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学校給食に関わる事故防止及び非常時の対応

各種報告様式については、
熊本県教育委員会ホーム
ページ「体育保健課 学校
給食・食育」で検索可能

＊食中毒、異物混入、感染症、食
物アレルギー誤食、窒息事故等に
ついて未然防止対策と非常時対応
の共通理解をお願いします。
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小学生 中学生

Ｒ２は調査を実施していない Ｒ２は調査を実施していない
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学習指導要領における「食育」の位置づけ

小学校学習指導要領 第１章 総則
第１ 小学校教育の基本と教育課程の役割

２（３）・・・特に、学校における食育の推進並びに体力の向上に関
する指導については、体育科、家庭科及び特別活動の時間は
もとより、各教科、道徳科及び総合的な学習の時間などにお
いてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努めること。

食育の推進は、「学校教育活動全体」として
「効果的に取り組む」ことが必要である。

中学校学習指導要領、および高等学校学習指導要領にも
同様に記載されている

各教科等との関連

学校給食との関連

個別的な相談指導

家庭・地域との連携

特別活動との関連
（給食の時間含む）

全
教
職
員
で
共
通
理
解
し
、

チ
ー
ム
学
校
と
し
て
取
り
組
む

全
教
職
員
で
共
通
理
解
し
、

チ
ー
ム
学
校
と
し
て
取
り
組
む
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90％以上

月12回以
上
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食に関する指導食に関する指導

実態

課題性

緊急性

方向性

評価指標の設定

全教職員で共通理解し、チーム学校として取り組む全教職員で共通理解し、チーム学校として取り組む


